
平成２８年度第１回
箕面市国民健康保険運営協議会

平成２８年１１月２２日

箕面市市民部国民健康保険室

　　　　　　　債権管理機構

箕  面  市
緑豊かな北大阪都市みのお 



内容

1.収納状況の推移（現年度分）　　　　　　　　　

2.収納状況の推移（過年度分）

3.滞納処分の状況

4.執行停止の状況

　　

平成２８年度　国民健康保険料の状況

Ⅱ.

1.平成27年度決算

　参考資料① 保険料収入の推移

　　 　  　② 医療費（保険給付費）の推移

　　　　　③ 国費等の投入推移

　            ④ 単年度収支の推移

平成２７年度　国民健康保険事業の状況Ⅰ.

収納状況

箕  面  市
緑豊かな北大阪都市みのお 

その他

Ⅳ.

Ⅴ.

3.口座振替率向上のこれまでの取組

広域化について

Ⅲ.

1.平成２８年度の保険料

2.平成２８年度の国保モデル世帯保険料

1.広域化後の国保財政について

2.広域化後の都道府県と市町村について

3.広域化後の保険料について

4.大阪府広域化調整会議　平成27年度中間報告

5.本市の累積赤字の解消

（参考資料）口座振替キャンペーンの実施

　　    1.生活習慣病健診（特定健診）受診勧奨架電の実施

2.ジェネリック医薬品の利用促進

（参考資料）大阪府内の市町村国保のジェネリック医薬品
               の利用状況



Ⅰ．平成２７年度 国民健康保険事業の状況
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1.平成２７年度決算
・平成２７年度の決算は、共同事業拠出金の増額を受けた交付金が当初予定に比べ増加したなどの
　理由により、約２億１千万円の黒字となりました。
　（一般会計からの法定繰入１３億円に加え、市独自（法定外）の繰入４億円も含んでいます。）

平成２７年度収支

歳入：１６，７７９百万円

58.3%

0.7%

39.0%
1.9%

20.7%

69.0%

10.2%

0.1%

【歳入】

歳出：１６，５６６百万円

【歳出】

　単年度収支：（歳入）１６，７７９百万円－（歳出）１６，５６６百万円＝２億１千３百万円黒字

Ⅰ.平成27年度 国民健康保険事業の状況
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　　金額　（百万円）

　保険料 3,467
　国庫・府支出金

及び交付金
11,571

一般会計繰入金 1,716

その他収入 25

計 16,779

. 　　金額　（百万円）

保険給付費 9,665

保健事業費 116

拠出金及び納付金 6,467

その他支出 318

計 16,566

保健事業費
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人

参考資料①　保険料収入の推移

（億円）

保険料収入

保険料収入の推移

・平成２７年度は平成２６年度に比べ、横ばいでした。

・被保険者数は、ここ3年間減少しています。（後期高齢制度への移行が増加したため） 

後期高齢者医療制度が創設され、

７５歳以上のかたが国保から移行

横ばいでした。
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Ⅰ.平成27年度 国民健康保険事業の状況

平均被保険者数



参考資料②　医療費（保険給付費）の推移

保
険
給
付
費

対
前
年
度
比
伸
び
率

（億円）

・平成２７年度の伸び率は平成２６年度に比べて約4.1%上がりました。
・国の調べでは、高額肝炎治療薬の影響が大きく、全国の市町村国保では5.1%伸びました。

保険給付費

対前年度比

保険給付費

約4.１%上がりました。

保険給付費の推移
（％）
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Ⅰ.平成27年度 国民健康保険事業の状況

　国全体の伸び平均3.8%
　市町村国保の伸び平均5.1%

104.1%



参考資料③　国費等の投入推移

・平成２５年度～平成２７年度は、医療費（保険給付費）は増加傾向、被保険者数は 
　減少傾向にあり、本来ならその分、保険料が増加となるところを、公費投入を大幅 
　に増加し、保険料を抑制しています。  
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Ⅰ.平成27年度 国民健康保険事業の状況
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保険料

被保険者数

92.7億円 92.9億円
96.7億円

35,208人

34,429人
33,508人

36.7億円 34.5億円 34.6億円

国費等が増加された
実際の保険料

国費等の増加がなかった
場合の想定保険料

国費等
4.6億円増

国費等
2億円増

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度



２．１億円（黒字）

（億円）（億円）

繰り入れ後

単年度赤字

繰り入れ前

単年度赤字

単
年
度
赤
字
（
折
れ
線
）

累
積
赤
字
（
棒
）

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

基金に積み立てました。

黒字

赤字
赤字

黒字2.1億円

単年度赤字・累積赤字の推移

・平成２６年度は、約１億４千万円の黒字、平成２７年度は約２億１千万円の黒字に
   なりました。
・累積赤字は約１６億５千万円となっています。

参考資料④　単年度収支の推移

4億円を一般会計

から繰り入れ
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Ⅰ.平成27年度 国民健康保険事業の状況

Ｈ27
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-22

-1.9

-7.2 -7.4

-6.9 -7.0

-4.2

2.1

繰り入れなかった
場合の累積赤字

繰り入れた結
果の累積赤字



　Ⅱ．収納状況
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1.収納状況の推移（現年度分）

 
・平成２７年度の現年度分は、前年度（平成２６年度）に比べて調定額が減少したこともあり、
　収納額は35,436千円の減少となりましたが、収納率は約0.7ポイントの増加となりました。

Ⅱ.収納状況
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年度

　調定額(千円)

収納額(千円)

収納率( ％ )

H２３

3,459,597

3,119,016

90.1

H２４

3,723,621

3,337,897

89.6

 H２５

3,932,168

3,473,539

88.3

Ｈ２６

3,625,306

3,231,469

89.1

Ｈ２７

3,557,901

3,196,033

89.８



２.収納状況の推移（過年度分）

年度

　調定額(千円)

収納額(千円)

収納率( ％ )

H２３

743,944

214,376

28.8

H２４

795,630

235,942

29.6

 H２５

878,413

192,149

21.8

Ｈ２６

1,028,189

224,616

21.8

Ｈ２７

1,090,417

267,046

24.4

Ⅱ.収納状況

・平成２７年度の過年度分は、前年度（平成２６年度）に比べて、収納額では42,430千円、
　収納率では約2.6ポイントの増加となりました。　　　　　　　
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3.滞納処分の状況

Ⅱ.収納状況
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・平成２７年度に執行した差押などの滞納処分の件数は、合計１６３件でした。    

単位：件○滞納処分件数の推移

　 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

滞納処分合計 18 18 55 54 163

差　　押 7 15 34 26 133

①預　貯　金　 7 13 29 14 94 

②保　　　険　 0 0 5 10 34 

③不　動　産　 0 2 0 1 2 

④国税還付金　 0 0 0 1 3 

参加差押
（不動産等）

2 1 2 7 11

交付要求
（裁判所等）

9 2 19 21 19



4.執行停止の状況

Ⅱ.収納状況
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　 件数 金　額

財産無し 31件 31,935 

所在不明 8件 978 

生活困窮
(生保受給)

56件 6,598 

合計 95件 39,511 

平成２６年度　執行停止内訳 平成２７年度　執行停止内訳

単位：千円

　　・平成２７年度の生活困窮などによる執行停止件数は、109件で　
　　　41,273千円でした。

　 件数 金　額

財産無し 36件 27,573 

所在不明 26件 1,219 

生活困窮
(生保受給)

47件 12,481 

合計 109件 41,273 

単位：千円



　Ⅲ．平成２８年度　国民健康保険料の状況
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3,480 3,740 3,720

3,670
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3,506 3,920

4,120
4,002

3,874
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3,906

4,320

97,706
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109,584
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50,000
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70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

3,606

・１人当たり保険料は107,596円となり、平成27年度の保険料（106,387円）
　より約1,200円の増となります。（前年度は約1,300円の増）

（円）（百万円）
保険料の推移（保険料賦課時）

一般会計から繰り入れない場合の保険料

実際の保険料

1.平成２８年度の保険料

Ⅲ.平成28年度 国民健康保険料の状況
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保
険
料
総
額

１
人
当
た
り
保
険
料

4,120
4,002

3,874
3,723

3,906

4,320

3,720

3,670 3,606

3,523
3,7403,480

基金：2千6百万円

繰入：4億円 基金：1億8千万円

繰入：4億円

繰入：4億円
繰入：4億円×5/6 繰入：4億円×4/6

繰入：4億円×3/6



２.平成２８年度の国保モデル世帯保険料

１人世帯 

総所得 収入(概算) H27年度(1) H28年度(2) 差(2)-(1) 

33万円 約98万円 21,600円 20,880円 △720円 

200万円 約311万円 278,245円 272,839円 △5,406円 

400万円 約568万円 525,245円 516,239円 △9,006円 

600万円 約800万円 725,061円 759,639円 34,578円 

800万円 約1,021万円 850,000円 854,492円 4,492円 

1,000万円 約1,232万円 850,000円 890,000円 40,000円 

４人世帯（世帯主、配偶者、子ども２人） 

総所得 収入(概算) H27年度(1) H28年度(2) 差(2)-(1) 

33万円 約98万円 65,274円 63,639円 △1,635円 

200万円 約311万円 380,309円 372,943円 △7,366円 

400万円 約568万円 653,561円 658,769円 5,208円 

600万円 約800万円 830,161円 821,772円 △8,389円 

800万円 約1,021万円 850,000円 876,652円 26,652円 

1,000万円 約1,232万円 850,000円 890,000円 40,000円 

１人世帯 

箕面市（Ｈ28） 豊中市（Ｈ28） 池田市（Ｈ28） 

20,880円 22,365円 26,008円 

272,839円 274,952円 330,181円 

516,239円 514,952円 621,781円 

759,639円 754,952円 876,158円 

854,492円 885,305円 890,000円 

890,000円 890,000円 890,000円 

４人世帯（世帯主、配偶者、子ども２人） 

箕面市（Ｈ28） 豊中市（Ｈ28） 池田市（Ｈ28） 

63,639円 56,716円 74,251円 

372,943円 351,642円 441,489円 

658,769円 629,455円 782,590円 

821,772円 841,185円 890,000円 

876,652円 890,000円 890,000円 

890,000円 890,000円 890,000円 

２．近隣市との比較（試算） １．前年度との比較 
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Ⅲ.平成28年度 国民健康保険料の状況



　Ⅳ．広域化について
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１．広域化後の国保財政について

Ⅳ.広域化について

・広域化後の国保財政は下の図のようになることが決定されました。
・現行制度との大きな違いは以下のようになります。
　①都道府県に国保特別会計が設けられること。
　②都道府県に財政安定化基金が設けられること。

国

一般会計

府

国保特別会計
【約１兆750億円】（Ｈ25ベース） 財政安定化基金

市町村

国保特別会計 国保連

医療機関

被保険者

国
1/3

市町村
（保険料）

1/3

基金積込（当初は全額国費）

・保険料賦課収納不足
　市町村に対する貸付、交付

国庫負担金、調整交付金等

保険給付費

保険給付費等交付　

・給付増などによる財源不足
　時に取崩して繰入れ

府
1/3

国保制度改革後の国保財政
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新しく創設される部分

保険給付費

事業費納付金

保険料

保険給付費の直接支払（検討中）



①医療費の見直し
②標準保険料率の算定に関する事項
③医療費の適正化など、安定的な財政運営の確保に関する事項
④資格管理や保険給付の標準的な事務処理に関する事項
⑤事務の広域化など、効率的な事業運営の確保に関する事項

２．広域化後の都道府県と市町村について
・広域化に向けて、「国民健康保険運営方針」に盛り込む内容等を、
　大阪府、市町村で検討するため、「大阪府・市町村国民健康保険広域化調整会議」
　が設置されました。
・広域化後は、都道府県が市町村とともに国保を運営します。

国民健康保険運営方針のイメージ

国保運営協議会

重要事項の審議

・被保険者代表
・医療関係代表
　　　　　　　など
（事務局）
　都道府県

都道府県

国保運営協議会

重要事項の審議

・被保険者代表
・医療関係代表
　　　　　　　など

（事務局）
　市町村

市町村

都道府県は、

国保運営方針等を策定す
る際、意見を聴取
　　　（義務）

市町村は、
国保運営方針を尊重　
　　　（努力義務）

都道府県と市町村の協議のしくみ

都道府県は、市町村と協議の上、「国保
運営方針」を国保運営協議会で審議し、
決定。

Ⅳ.広域化について
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・事業費納付金の徴収
・国民健康保険運営方針の決定

など

・保険給付
・保険料の徴収　など



・平成３０年度から、保険者は「府」と「市町村」の二段構えとなります。
・「府」に対し「市町村」が「国保事業費納付金＝保険料」を支払います。

広域化 国保事業費納付金

国保事業費納付金

医療費実績割：？ ％

平成３０年度から

被保険者数割：？ ％

所　得　割　：？ ％

※拠出金に代わり納付金を府に支払う

・この納付金の算出方法の大きなルール
　を国と地方で協議している。
・その内容を受けて府で具体的な算出方法
　を決定する。
・現行は、医療費実績割が低い評価となっ
　ている。

医療費実績割をより反映させた算出方法と
するように国・府に毎年強く要望！

○広域化に向けて国保の財政基盤強化のために公費が投入される。

・平成２９年度以降公費（国費）を毎年約１，７００億円投入

今後の取組効果だけでなく、既に低い医療
費を実現している場合も評価するように
国・府に要望！（府内で低い方から３位）

・このうち、医療費の適正化に向けた取組等、努力を行う自治体に支援を
　行う「保険者努力支援制度」の創設

Ⅳ.広域化について
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全国規模で
約３兆円

平成２７年度から平成２９年度まで平成２６年度まで

保険財政共同安定化事業

３０万円を超える医療費が対象

医療費実績割：２５％

被保険者数割：５０％

所　得　割　：２５％

１円から３０万円までの医療費

各市町村で支払う

すべての医療費が対象

医療費実績割：２５％

被保険者数割：５０％

所　得　割　：２５％

※府全体の医療費について、市町村国保の拠出金により負担を共有する事業

平成２７年度から平成２９年度の３年間
上昇分に対して
激変緩和処置が講じられる。

全国の３４道県が
医療費実績割：５０％
被保険者数割：５０％
所　得　割　：　０％

　　で施行

全国規模で
約800億円
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４. 大阪府広域化調整会議で検討事項＜中間報告＞

平成３０年度国保の広域化から、府下で統一化が検討されている項目（抜粋）

項目 検討内容 本市の適用状況 参考事項

保険料・税区分 料と税の選択 「料」  大阪府内　「料」＝３９市町村　・「税」＝大東・泉南・豊能・能勢

賦課方式・割合 ２又は３方式
「２方式」
　　所得割５０％
　　均等割５０％

 ２方式＝所得割＋均等割　･　３方式＝所得割＋均等割＋世帯別平等割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(個人単位) 　(世帯単位)

 ３方式の場合、一般的には、所得５０％、均等３５％、世帯１５％

保険料率 統一化 各市町村
 大阪府から示される
 標準保険料に統一化

賦課限度額 適用・非適用 ８９万円（適用）  政令適用の方向（１４市町村32.6%が非適用）　

保険料減免 府内統一化
・災害等（各市共通）
・障害減免、年齢軽減

 現在保険料減免の考え方を整理中

保険料賦課時期 賦課月・仮算定 ６月賦課・仮算なし  仮算定は廃止の方向、賦課時期は市民税の賦課時期による

出産育児一時金  ４２万円  ４２万円 　

葬祭費  ５万円 ３万円  ５万円に統一の方向　３万円（府下１１市町）、５万円（２０市町村）

被保険者証① 様式 市独自（滝ノ道ゆずる）  国様式に統一が検討されている

　　　〃　② 有効期間 １年間  複数年化も視野に検討

Ⅳ.広域化について
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累積赤字への投入額（毎年1/6ずつ増額）

累積赤字解消

・広域化に向けて、一般会計から累積赤字への投入額を順次増やしていき、赤字を徐々に

　減らします。

５.本市の累積赤字の解消

Ⅳ.広域化について

（億円）

４億円×3/6

４億円×６/6

最終的に４億円を累積赤字へ投入

累積赤字最大値
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●４億円×2／６
●国財政調整交付金の増額
　による黒字：約１億円

累積赤字と一般会計繰入金



　Ⅴ．その他

箕  面  市
緑豊かな北大阪都市みのお 



着信率

６３%

未着率

３７%

1.生活習慣病健診（特定健診）受診勧奨架電の実施
・前年度に勧奨効果の高かった、60歳代のかたへの勧奨を中心に架電しました。
・受診勧奨架電を実施できた未受診者1,873人の内、387人（20.7％）が健診を受けました。
・２７年度の受診率は前年度より1.4ポイント伸び、36.4％から37.8％に増加しました。

①　架電概要

 40歳以上7５歳未満の国保被保険者で、生活習慣病健診未受診のかたを抽出し受診勧奨。・対 象 者 ：

・期     間 ：平成27年11月から平成27年12月まで

②　実施結果

1,103人

着信率

1,8７３人

架電件数：２，９７６人

Ⅴ.その他
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平成２７年度　特定健診　受診電話勧奨の効果検証

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代 計

電話着信件数 59 60 1,565 189 1,873

受診した人数 7 17 304 59 387

受診率（％） 11.9% 28.3% 19.4% 31.2% 20.7%

・受診率は、平成２７年度３７．８％　１．４ポイント上昇
　　　　　　平成２６年度３６．４％　１．７ポイント上昇
　　　　　　平成２５年度３４．７％
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8．
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２．ジェネリック医薬品の利用促進
 ・平成28年4月及び6月調剤分において、ジェネリック医薬品の数量ベースの利用率は、
　 59.6％と国の使用促進ロードマップの目標設定値60%を、ほぼ達成しました。
 ・平成23年11月にジェネリック保険証カバーの配布以降、ジェネリック医薬品の利用
　 促進の取組により、約26ポイントの増となっています。

①ジェネリック保険証カバーの配布を開始　

（％） ジェネリック医薬品の数量ベースの利用率

④医師が処方箋に成分表示した場合、薬局がジェネリック
を調剤しないときは、理由を記載することとなった。

H27年閣議決定：H29年中（７０％）・H32年度末（８０％）

Ⅴ.その他
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裏面に「ジェネリック希望」と記載

②「ジェネリックへの切替で自己負担が

どれだけ変わるか」のお知らせを開始

③保険証のカード化を開始

H25年度ジェネリック使用促進ロードマップの目標６０％（H30年度末）
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市町村平均56.9%

（参考資料）大阪府内の市町村国保のジェネリック医薬品の利用状況
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ジェネリック医薬品の数量ベースの利用率

Ｈ27年4月調剤～Ｈ28年3月調剤分

Ⅴ.その他
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３.口座振替率向上のこれまでの取組

・平成25年4月から口座振替の原則化（規則制定）を実施するなど、これまで

　口座振替率向上の取組を行い、平成28年度当初賦課時で、55.1%と取組前の
　平成24年度より約12ポイント伸びました。

・平成24年度の納付書送付時（本算定時）に口座振替を
　申込んでいないかた全員に口座振替申込書を同封した。

口座振替率の推移と取組

平成25年４月から口座振替納付を規則化

平成25年11月からキャッシュカードによる
口座振替申込ができるようになった。

・

・

平成25・26年度の6月～７月に口座振替
キャンペーンを実施した。

・
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平成27･28年度の6月瀧の道ゆずる
ボールペン・クリップを口振勧奨
グッズとして活用

国民健康保険に新規加入のかたが、
口座振替を申し込んだ場合に、即日
保険証を交付するなど、口座振替の
申込を徹底した。

・

※特別徴収（年金からの差し引き）は、１００％収納されるので口座振替としてカウントしています。

Ⅴ.その他

平成２７年度中増加実績
・新規口振加入           1,461件
・既存者の口振加入       812件
　　　合計　　　　    2,273件



（参考資料）口座振替キャンペーンの実施

○対象
・キャッシュカードによる口座振替を申し込んだかた
　（先着５００名）
○景品
・特製のボールペンとダブルクリップ
　　　　（H27）　　  （H27,H28）

・口座振替率の向上のため昨年度に
　引き続き口座振替推進キャンペーン
　を実施しました。
・通常月より平成27年度は約1.5倍
　　　　　　平成28年度は約1.4倍の
　　　　　　口座振替の申込がありました。

口座振替キャンペーンの概要

28

Ⅴ.その他


